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・少年院における発達上の課題を抱える少年に対する職員の処遇力向上施策を検
討している。

・平成２８年までに少年院においてＰＤＣＡサイクルに基づき発達上の課題を抱える在院者に対する処遇プログラムを実施する。
・平成３３年までに発達上の課題を抱える在院者に対する処遇プログラムの効果検証を行い、ガイドラインを改定する。

ⅲ

社会貢献活動等を行わせること
により、自己有用感を得させて
社会のルールの大切さ等を理解
させる

法務省

・少年院における社会貢献活動の効果的な実施方法について検討中である。 ・試行庁において、全国の少年院で活用することができる社会貢献活動の実施要領（ガイドライン）を作成し、効果検証を行う。

・平成２３年度末現在で２８８か所の社会貢献活動場所を確保した。 ・平成２７年までに社会貢献活動を特別遵守事項として義務付けて行わせることができる体制を整備する。
・平成３３年までに保護観察対象者の特性等に応じて複数の社会貢献活動場所から選択できる体制を整備する。

ⅱ
家族等による監督・監護の強化
や、これを補完する支援者によ
る支援の輪の拡充を図る

法務省
・少年院における保護者に対する効果的な措置の集約と効果的実施等を検討して
いる。

・平成２５年に策定した保護者参加型プログラムの試行及び効果検証を踏まえ、平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた保護者
参加型プログラムを展開する。

法務省
・保護観察所において保護者を対象とした保護者会を開催するとともに、法務省に
おいて少年処遇研究会を開催し、保護者に対する措置の充実策を検討している。

・少年処遇研究会の結果を踏まえ、平成２７年までに保護者の監督・監護力の強化に向けた、保護者に対する措置の充実策を実施
する。

・鑑別業務の充実を図るため、法務省式ケースアセスメントツール開発会議を設置
し、同ツール（パイロット版）を作成している。

・平成２８年までに法務省式ケースアセスメントツールの運用状況について検証する。
・平成３３年までに一定期間蓄積したデータと再非行状況等を検証し、より精緻な法務省式ケースアセスメントツールに改定する。

・少年院における薬物非行少年に対する指導の充実を図るため、少年院の指導重
点施設での矯正教育プログラム（薬物非行）の集中指導を実施している。

・平成２８年までにＰＤＣＡサイクルに基づく、薬物非行防止指導を実施する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた薬物非行防止指導を展開する。

１　対象者の特性に応じた指導や支援策を強化する

（１）少年・若年者及び初
入者に対する指導及び支
援

ⅰ

個々の犯罪・非行歴、家庭環
境、交友関係、発達上の課題、
生活設計等に応じた指導・支援
を集中的に実施する

法務省

・刑務所における薬物依存離脱指導の効果的な実施と実施体制の強化を図るた
め、パイロット施設において専門的プログラム及びアセスメントツールの試行を行っ
ている。

・平成２９年までに試行結果を踏まえてグループワークを主体とした薬物依存離脱指導の標準プログラムを改正する。
・平成３３年までに実施指定施設の全庁でグループワークを主体として実施し、実施困難な対象者を除き、全対象者において実施で
きるようにする。

・刑務所における基礎学力が不足する者に対する教科指導の充実を図るため、教
育支援スタッフの拡充や高等学校卒業程度認定試験学習用教材の整備等を実施
している。

・平成２９年までに基礎学力が不足する者に対する、教科指導と就労支援を連携させた処遇方策を策定する。
・平成３３年までに教科指導と就労支援を連携させた処遇方策を展開する。

・一部の少年鑑別所において、関係機関による重層的な関与が必要な対象者に、
少年院入院初期から継続的な再鑑別（重点再鑑別）を平成２３年で４０件実施して
いる。

法務省
・少年院在院少年の処遇について、保護観察所との行動連携の定着・充実を図る
ため、処遇ケース検討会を継続的に実施している。

・平成２７年までに処遇ケース検討会の継続的な実施と効果検証を行い、実施規模等の拡大を検討する。

法務省

・法務省において少年処遇研究会を開催し、保護観察処遇の現状分析及び更に効
果的な再犯・再非行防止策の検討を行っている。
・平成２３年度から、少年を含む行き場のない刑務所出所者等に対する宿泊場所
の供与等をＮＰＯ法人等に委託する取組（自立準備ホーム）を実施し、１６６事業者
を登録事業者として登録している。また、少年を含む自立困難者の更生保護施設
への受入れを促進するため、平成２４年度から、これらの者の受入れに対して委託
費を加算する取組を実施している。

・少年処遇研究会の結果を踏まえ、平成２７年までに矯正施設を始めとする関係機関との連携の充実強化策を開始する。
・少年の特性や状況に応じて最も適当な宿泊場所の供与等の委託先を選択できる仕組みを構築する。
・これまでの取組を踏まえ、少年・若年者に対する指導・支援の充実強化策を推進する。

・少年院の４施設においてチームティーチング体制を実施している。
・平成２８年までに少年院でのチームティーチング体制の効果的かつ効率的な実施の在り方を検証する。
・平成３３年までに少年院におけるチームティーチングの実施体制を確立する。

・少年院における処遇課程の検証及び改編を検討している。
・平成２８年までに少年院の矯正教育課程，個人別矯正教育計画及び成績評価制度の改定を実施し、実施状況を検証する。
・平成３３年までに少年院における処遇課程の特色化を推進し、矯正教育課程，個人別矯正教育計画及び成績評価制度の運用の
適正化を図り、更なる充実策を実施する。

「再犯防止に向けた総合対策」施策の成果目標について
項目 取組概要 担当 現状 取組の成果目標

・平成２８年までに少年院及び保護観察所からの依頼による鑑別の実施状況について検証する。
・平成３３年までに少年保護手続を縦貫した鑑別の実施結果と少年院の処遇への反映状況について取りまとめ、検証する。

・少年鑑別所及び少年院における学習支援の方法並びに効果検証の方法を検討
している。

・平成２８年までに効果的な基礎学力向上策及び学力査定を行うための方策を策定する。
・平成３３年までに少年院における高等学校卒業程度認定合格率を現状に比べ増加させる。
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項目 取組概要 担当 現状 取組の成果目標

・「薬物依存に関する家族支援の手引」を活用した支援の充実強化策を実施する。
・地域における依存症対策の効果を検証し、実効性の高い取組については全国で本格実施を行うことで、更なる依存症対策の推進
を図る。
・依存症者の家族に対する認知行動療法を用いた心理教育プログラムの全国的な普及を図る。

ⅲ

対象者の薬物依存に係る治療、
回復段階を見据えつつ、その就
労能力や適性を評価し、その
時々に応じた就労支援策を実施
する

法務省
厚生労働省

・刑務所等において、保護観察所、公共職業安定所等の関係機関と連携した重点
的な就労支援を実施している。
・薬物非行少年に対する指導の充実を図るため、少年院の指導重点施設での矯正
教育プログラム（薬物非行）の集中指導の実施を行う。
・平成２３年における薬物事犯の保護観察対象者の就職率は５４．９％である。
・平成１８年度から薬物事犯者も含めた刑務所出所者等総合的就労支援対策を実
施している（平成２３年度の支援対象者数（事業全体）は７，７８６人）。

・平成２９年までに刑務所等において企業・団体等と連携した就労支援を実施する。
・平成２８年までにＰＤＣＡサイクルに基づく、薬物非行防止指導を実施する。
・平成３３年までに刑務所等においてＰＤＣＡサイクルに基づいた就労支援策を展開する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づく、薬物非行防止指導を展開する。
・対象者の薬物依存に係る治療、回復段階を見据えた就労支援策を検討・実施し、平成３３年までに現状に比べ就職率を増加させ
る。
・平成２８年に向け薬物事犯者も含めた刑務所出所者等総合的支援対策の支援対象者数を現状に比べ増加させる。

（４）薬物依存の問題を抱
える者に対する指導及び
支援

ⅰ

①個々の再犯リスクを適切に把握
した上で、そのリスクに応じた専門
的指導プログラムや医療と生活支
援とを一体的に実施するとともに、
保護観察所、関係機関・団体等の
連携によって、刑務所収容中から出
所後までの一貫した支援態勢を強
化する

②出所後間もない時期について
は、密度の高い指導及び支援を実
施した上、民間支援団体とも連携
し 継続的・長期的な指導・支援の

法務省
厚生労働省

・刑務所における薬物依存離脱指導の効果的な実施と実施体制の強化を図るた
め、パイロット施設において専門的プログラム及びアセスメントツールの施行を行っ
ている。
・平成１８年に出所した覚せい剤取締法違反の仮釈放者の２年以内累積再入率は
１４．４％となっており、仮釈放者全体では１１．５％となっている。
・平成２６年度より、「依存症治療拠点機関設置運営事業」により、依存症及びその
家族への専門的な支援や関係機関との連携・調整を試行的に実施している。

・平成２９年までに試行結果を踏まえてグループワークを主体とした薬物依存離脱指導の標準プログラムを改正する。
・平成３３年までに実施指定施設の全庁でグループワークを主体として実施し、実施困難な対象者を除き、全対象者において実施で
きるようにする。
・平成２８年までに覚せい剤取締法違反の仮釈放者の出所後２年以内累積再入率を３ポイント以上減少させる。
・上記のほか、更生保護施設において、薬物事犯者等特定の問題を抱える対象者の処遇を専門的・体系的に実施することができる
ようにする。
・依存症治療拠点機関で得られた知見の評価・検討を行うことで、依存症の支援体制モデルの確立を図る。

ⅱ

薬物依存者の家族に対し、対応
等に関する理解を深めさせると
ともに、家族等を疲弊、孤立させ
ないための取組を強化する

法務省
厚生労働省

・「薬物依存に関する家族支援の手引」を活用し、保護観察対象者の家族や引受
人に対して、薬物の問題性等の理解を促すための支援を実施している。
・平成２７年度より、「依存症家族対策支援事業」の実施自治体において依存症者
の家族に対して心理教育プログラムを実施するとともに、精神保健福祉センターに
「家族相談員」を配置し、依存症者の家族に対する相談支援を行っている。

過去の被虐待体験などによる心
的外傷、摂食障害等の精神的な
問題をかけている者への支援方
策を検討する

法務省 ・女子少年院在院者の虐待等の被害体験を扱うプログラムを実施している。

・平成２９年までに女子刑事施設における地域支援事業の安定的な実施を展開する。
・平成２６年までに女子受刑者の特性に応じた改善指導プログラムを策定する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた女子受刑者に対するプログラムを展開する。
・平成２６年までに女子少年院において新たな虐待等の被害体験を扱うプログラムの策定及び試行を行い、効果検証を行う。
・平成３３年までに女子少年院においてＰＤＣＡサイクルに基づいた虐待等の被害体験を扱うプログラムを展開する。

ⅲ

刑務所から出た直後の指導・支
援を強化するとともに、刑務所収
容中から出所後の生活へのス
ムーズな適応を目指した指導を
充実する

法務省
・理学療法士、作業療法士を刑務所へ配置している。また、刑務所においいては身
体機能や生活能力の維持・強化のためのプログラムを自主的に実施している。

・平成２９年までに高齢又は障害を有する者に対し、身体機能や生活能力の維持・強化のためのＰＤＣＡサイクルに基づく指導・支援
を実施する。

（３）女性特有の問題に着
目した指導及び支援

ⅰ
女性に特徴的な傾向を分析し、
更に効果的な指導・支援方策を
検討する

法務省

・刑務所等における薬物依存離脱指導の効果的な実施と実施体制の強化を図る
ため、女子パイロット施設において専門的プログラム及びアセスメントツールの試
行を行っている。
・女子パイロット施設において専門的処遇プログラム及びアセスメントツールの試
行を行っている。

地域生活定着促進事業の対象
とならない者に対しても、個々の
必要性に応じた指導・支援、医
療・福祉等のサポートを実施す
る

法務省
・精神保健福祉士、社会福祉士を刑務所等へ配置している。また、刑務所において
は社会復帰支援のためのプログラムを自主的に実施している。

・平成２６年までに刑事施設における社会復帰支援のためのプログラムを策定する。

法務省
・保護観察所において、地域生活定着促進事業の対象とならない者については、
個々の必要性に応じた指導・支援や医療・福祉等のサポートを得られるよう、関係
機関・団体との連携に努めている。

・平成３３年までに地域生活定着促進事業の対象とならない者に対する必要な施策を実施する。

（2）高齢者又は障害者に
対する指導及び支援

ⅰ

地域生活定着促進事業対象者
の早期把握及び迅速な調整に
より、出所等後直ちに福祉サー
ビスにつなげる準備を進める

法務省
厚生労働省

・刑務所等における特別調整を開始し、精神保健福祉士、社会福祉士を配置して
いる。また、刑務所においては社会復帰支援のためのプログラムを自主的に実施
している。

・平成２６年までに刑務所等における社会復帰支援のためのプログラムを策定する。
・平成２８年までに刑務所等において他機関との情報連携の強化を図り特別調整を確実に実施する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた特別調整実施体制を展開する。

法務省
厚生労働省

・高齢又は障害のある刑務所出所者等に対する特別調整の結果、出所等後福祉
サービス等につながった対象者は２７４人（平成２３年）である。

・平成２８年までに刑務所等、保護観察所、地域生活定着支援センター、更生保護施設、福祉関係機関等の連携の下、出所等後福
祉サービス等につながる対象者を現状に比べ２０％以上増加させる。
・平成３３年までに刑務所等、保護観察所、地域生活定着支援センター、更生保護施設、福祉関係機関等の連携の下、出所等後福
祉サービス等につながる対象者を現状に比べ４０％以上増加させる。

ⅱ

・平成２９年までに試行結果を踏まえてグループワークを主体とした薬物依存離脱指導実施の標準プログラムを改正する。
・平成３３年までに実施指定施設の全庁でグループワークを主体として実施し、実施困難な対象者を除き、全対象者において、実施
できるようにする。

ⅱ
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項目 取組概要 担当 現状 取組の成果目標

・平成２９年までに受刑者リスクアセスメントツール（暫定版）を策定する。
・平成３３年までに受刑者リスクアセスメントツール（暫定版）の実施体制を確立する。

・対人暴力の問題性を抱える少年に対する指導の充実を図る。
・不良交友の問題性を抱える少年に対する指導の充実を図る。

・平成３３年までに少年院においてＰＤＣＡサイクルに基づいた暴力防止指導及び交友関係指導を展開する。

・平成２６年までに暴力防止プログラムを策定する。
・平成２９年までに刑務所等においてＰＤＣＡサイクルに基づく暴力防止プログラム及びアルコール依存回復プログラムを実施する。

・交通安全指導の対象者のうち、アルコール依存の者及びその疑いのある者に対
して、アルコール依存回復プログラムを実施している。

（６）暴力団関係者等再犯
リスクの高い対象者に対
する指導及び支援

ⅰ
暴力団関係者のうち離脱意志を
持つ者に対して必要な支援を継
続的に実施する

法務省
警察庁

・刑務所において、ワークブックを使用した暴力団処遇の試行及び結果の取りまと
めを行う。

・平成２９年までに暴力団処遇の試行庁を拡大し、効果的な暴力団離脱処遇の実施体制を確立するため、今後の方策の検討を行
う。
・平成３３年までに検討結果を踏まえたPDCAサイクルによる効果的な処遇実施体制の確立を図る。

ⅱ

再犯要因としてアルコール依
存、対人暴力等の問題性が大き
い者に対して適切な処遇・指導
を実施する

法務省

・刑務所において、暴力事犯者に対する効果的な処遇体制を確立するために、暴
力防止プログラムの試行・検討及び試行結果を検証している。

（５）性犯罪者に対する指
導及び支援

関係機関の情報連携や実証研
究に基づく評価手法等を通じ
て、個々の再犯リスクを把握し、
性犯罪者処遇プログラムやその
他の指導・支援を実施する

法務省

・刑務所における性犯罪再犯防止指導の効果検証のための作業を実施している。
・刑務所から関係機関に対する情報提供を実施している。
・性非行少年に対する指導の充実を図るため、矯正教育プログラム（性非行）の開
発を行っている。

・平成２９年までに処遇効果の検証を踏まえた上で、ＰＤＣＡサイクルに基づく処遇プログラムの実施体制及びプログラム実施対象者
の選定方法等を確立する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた性非行防止指導を展開する。

法務省
・平成２３年度において、性犯罪者処遇プログラムを受講した保護観察対象者のう
ち、問題性の程度が低下したと認められる者の割合は８９．９％である。

・平成２８年までに問題性の程度が低下したと認められる者の割合を９１．０％以上とする。
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項目 取組概要 担当 現状 取組の成果目標

（３）社会貢献活動による
善良な社会の一員として
の意識のかん養

対象者に社会貢献活動等を行
わせることにより、自己有用感を
得させて改善更生の意欲を向上
させる等の処遇効果を得るため
の取組を強化する

法務省
厚生労働省
農林水産省

１－（１）－ⅲの再掲

（２）就労の確保

ⅰ

①施設収容後早期からの就労
支援を行う

②就労先の確保から就労後の
職場定着支援までを一貫して行
う取組等を一層推進するなど、
刑務所出所者等の就労支援・雇
用確保を充実・強化する

法務省
厚生労働省

・刑務所等では、保護観察所、公共職業安定所等関係機関と連携した重点的な就
労支援を実施している。
・受刑者の職業訓練受講率は、平成23年度で１７．８％である。
・保護観察所において、平成２３年度から更生保護就労支援モデル事業を実施し，
その効果を踏まえ，平成２６年度から更生保護就労支援事業として本格実施してい
る。
・平成１８年度から刑務所出所者等総合的就労支援対策を実施している（平成２３
年度の支援対象者数は７，７８６人で、２，７５７人が就職した）。

・平成２９年までに企業・団体等と連携した就労支援を実施する。
・平成３３年までにＰＤＣＡサイクルに基づいた就労支援策を展開する。
・平成３３年の時点で、受刑者の職業訓練受講率を現在よりも５ポイント以上増加させる。
・平成２８年に向け、刑務所出所者等総合的就労支援対策の支援対象者数を、現状に比べ増加させるとともに、効果的な就労支援
によって就職者数を現状に比べ増加させる。

ⅱ

刑務所出所者等の雇用上のノ
ウハウや成功事例に関する情
報を広く事業主等に提供するこ
とにより、実際に刑務所出所者
等の雇用先となる協力雇用主を
確保する

法務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

・全協力雇用主のうち、実際に刑務所出所者等を雇用している協力雇用主は、平
成２４年４月１日の時点において３６４社である。

ⅱ

住み込みでの受入れに積極的
な協力雇用主の確保・開拓を行
うなど、就労と結びつく住居の安
定的な確保策について検討する

法務省
農林水産省
経済産業省

総務省

・全協力雇用主のうち、住み込み就労が可能な協力雇用主は、平成２４年４月１日
の時点において１，０６３社である。

・平成２８年までに住み込み就労が可能な協力雇用主を１０％以上増やし、住居と就労を一体的に確保する。

・平成３２年までに実際に刑務所出所者等を雇用している協力雇用主を1，500社（平成26年４月時点の３倍）に増加させる。

ⅲ

労働市場で不利な立場にある
人々のための雇用機会の創出・
提供に主眼を置いてビジネス展
開を図る企業・団体等への支援
等、新たな就労先確保策につい
て検討する

法務省
厚生労働省

・ソーシャル・ファームの先進事例を収集するとともに、ソーシャル・ファームの支援
方策について検討している。

・平成３３年までに労働市場で不利な立場にある人々のための雇用機会の創出・提供に主眼を置いてビジネス展開を図る企業・団
体等への支援策を検討・実施する。

２　社会における「居場所」と「出番」を作る

（１）住居の確保

ⅰ

①　自立更生促進センターにお
ける確実な受入れの推進、更生
保護施設の受入れ機能の強
化、自立準備ホーム等の多様な
一時帰住先の確保に努める

②　刑務所出所者等が、地域に
おいて住居を自力で確保できる
よう、保護観察における生活指
導を強化し、住居の確保に資す
る知識・情報の提供を行う

法務省
・地方更生保護委員会において、刑務所の協力を得て、帰住先のない受刑者に対
する調査等を開始している。
・刑務所等から関係機関に対して必要な情報の提供を実施している。

・刑務所・地方更生保護委員会・保護観察所を始めとする関係機関の連携の在り方について検討し、平成２７年までに適切な帰住
先の調整のための枠組みを構築する。

法務省
厚生労働省
国土交通省

・平成１９年１０月から同２２年８月までに全国に４か所の自立更生促進センターを
開所し、地域との連携・理解確保に努めながら運営している。
・平成２３年度から、行き場のない刑務所出所者等に対する宿泊場所の供与等をＮ
ＰＯ法人等に委託する取組（自立準備ホーム）を実施し、１６６事業者を登録事業者
として登録している。また、薬物事犯者を含む自立困難者の更生保護施設への受
入れを促進するため、平成２４年度から、これらの者の受入れに対して委託費を加
算する取組を実施している。

・引き続き地域の理解を得ながら自立更生促進センターでの確実な受入れを推進し、平成２７年までに問題性の高い保護観察対象
者に対する保護観察の処遇方策の開発に取り組むとともに、保護観察所、更生保護施設等にその成果等を提供する。
・刑務所出所者等の特性や状況に応じて最も適当な宿泊場所の供与等の委託先を選択できる仕組みを構築する。
・平成３２年までに，帰るべき場所がないまま刑務所から社会に戻る者の数を３割以上減少させる。
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・平成２９年までに、試行結果を踏まえた民間協力者や地域と連携した処遇・教育の充実方策を実施する。
・平成３３年までに、ＰＤＣＡサイクルに基づく、民間協力者や地域と連携した処遇・教育の充実方策を実施する。

法務省
・平成２３年度から行き場のない刑務所出所者等に対する宿泊場所の供与等をＮ
ＰＯ法人等に委託する取組（自立準備ホーム）を実施し、１６６事業者を登録事業者
として登録している。

平成３３年までに刑務所出所者等の特性や状況に応じて多様な支援が受けられる体制を整える。

（４）ボランティアやNPO法
人等民間資源の参画によ
る支援策の展開

ⅰ
更生保護女性会、BBS会等、広
く国民の参画を募る支援策の充
実強化を図る

法務省
・更生保護女性会・BBS会の会員に対する研修の充実及び保護観察対象者等に
対する処遇支援活動の多様化を図るため、平成２３年度から、更生保護女性会・
BBS会の新会員に対する研修を開始している。

・平成３３年までに更生保護女性会・ＢＢＳ会の会員に対する研修の充実策及び処遇支援活動の充実策について検討し､所要の方
策を実施する。

ⅱ

民間団体等を自立準備ホーム
等の運営主体として開拓すると
ともに、これら民間協力者等へ
のサポート体制を強化する

法務省 ・民間協力者や地域の協力による施設内処遇・教育を実施している。

（３）保護司制度の基盤整
備と充実・強化

保護司制度の基盤を強化し、新
任保護司の確保と保護司の育
成に努めるとともに、保護司が
地域社会の理解や協力を得て、
円滑に活動できる環境を整備す
る

総務省
法務省

・平成２４年３月の「保護司制度の基盤整備に関する検討会報告書」の提言を踏ま
え、保護司制度の基盤強化を図る方策について検討中である。

・平成３３年までに、将来につながる保護司制度の基盤強化を図り、保護司適任者を確保し、地域の理解を得て保護司活動が円滑
に推進できる環境整備を行う。

（２）刑事司法分野に関す
る法教育の実施

学校教育等における法や司法に
関する学習機会の充実策の一
環として、広報活動等を実施す
る

法務省
・順次、小・中・高等学校における法教育実践状況に関する調査研究を実施するこ
ととしており、同調査研究結果を踏まえ、関係機関との連携強化や教材の改訂等
の支援を実施している。

・平成３３年までに学習指導要領の改訂を踏まえた検討を行うとともに、引き続き、関係機関との連携強化や教材の改訂等の支援を
実施する。

４　広く国民に理解され、支えられた社会復帰を実現する

（１）啓発事業等の実施

再犯の状況、再犯防止対策の
実情等について、国民に分かり
やすく提示又は説明し、国民の
理解や具体的な支援・協力を促
進する

法務省
警察庁

・保護司等更生保護ボランティア及び更生保護官署職員による犯罪予防活動及び
広報啓発活動を推進している。

・平成３３年までに、地域における犯罪予防活動及び広報啓発活動をより効果的に推進し、国民における更生保護の認知度を現在
よりも１０パーセント以上高める。

（２）再犯の実態把握や再
犯の未然防止のための情
報連携体制の構築

既存資料、データベース等の利
活用も含めた広範かつ有機的な
情報連携体制の確立

法務省 ・情報システムの改修により連携体制を構築している。
・平成２８年までに被収容者データベース等を活用した処遇効果の検証を行う。
・処遇効果の検証を踏まえ、より効果的な処遇方策を立案し、実施する。

３　再犯の実態や対策の効果等を調査・分析し、更に効果的な対策を検討・実施する

（１）再犯の実態や対策の
有効性等に関する調査研
究の実施

①実態把握及び対策の効果検
証のため必要な調査研究を継
続的に実施する

②対象者の罪名・罪種のみなら
ず、特性や問題性等、複数の要
素に着目した分析や研究等を実
施する

法務省 ・再犯要因に関する調査研究を実施し、犯罪白書等で公表をしている。
・再犯の実態及びその防止対策に関する調査研究を実施し、研究結果を公表する。
・先行研究を踏まえ、継続的な調査研究を実施するとともに、調査研究の結果に基づき施策への提言をする。

・平成３３年までに、これまでの検討・取組を踏まえ保護観察終了者等の相談に応じる枠組みを構築する。

ⅲ

少年院出院者について、元担当
の法務教官等の助言・指導を受
けることができる仕組み及び地
域の青少年等からの相談に応じ
る仕組みづくり

法務省

・少年院出院者への助言を試行的に実施している。
・地域における一般の方から非行及び犯罪の防止に関する相談の対応をしてい
る。

・平成２８年までに少年院の出院少年への相談の枠組みの検討・試行を実施する。
・平成２７年までに各少年鑑別所による一般相談の実施状況、各地域のNPOを含む相談ネットワークへの参画状況について調査
し、拡充方策を検証する。
・平成３３年 までにNPO等を含む関係機関と連携し，地域社会の非行及び犯罪の防止に係る援助業務を行う少年鑑別所の庁数を
現状に比べ増加させる。

（５）満期釈放者等に対す
る支援の充実・強化

ⅰ

満期釈放者に対する出所前の
指導や情報の説示等の充実強
化
更生緊急保護による支援の充
実強化

法務省
・釈放前指導を実施している
・満期出所者等に対し、更生緊急保護の措置を活用した支援を実施している。

・平成２８年までに満期釈放受刑者に対する指導体制の見直しを踏まえた改善策を実施する。
・平成２８年までに満期出所者の再犯防止における更生緊急保護の活用方策を検討する。

ⅱ
更生保護サポートセンター等を
活用した保護観察終了者等の
相談に応じる仕組みづくり

法務省 ・更生保護サポートセンターを全国１５５か所（８８６保護司会中）に設置している。

・平成２７年までに刑務所等において、｢被害者の視点を取り入れた教育｣の指導内容等の見直しを図る。

・少年院における「被害者の視点を取り入れた教育」プログラムを検討している。
・平成２７年までに少年院において、犯罪被害者に対する謝罪を含む関係調整のための働き掛けを試行する。
・平成３３年までに少年院における、犯罪被害者に対する謝罪を含む関係調整のための働き掛けに関する枠組を構築する。

法務省
・犯罪被害者等の申出に応じて、心情等を保護観察対象者に伝達している。
・しょく罪指導プログラムを実施している。

・犯罪被害者等の心情等の的確な聴取方法及び対象者への効果的な伝達方法や伝達後の処遇の在り方についての指針を踏ま
え，犯罪被害者の心情・意向を対象者の処遇に適切に反映させるための具体的方策を実施する。
・犯罪被害者等の心情等を踏まえてしょく罪指導プログラムを見直し、適切に実施する。

（４）犯罪被害者の視点を
取り入れた指導、支援等
の実施

①犯罪被害者の心情を理解させ
た上で、被害者の体験を聴く機
会を持たせたり、その心情を対
象者に伝えるなど、被害者の視
点を取り入れた指導を着実に実
施する

②上記指導の効果検証を踏ま
え、犯罪被害者との関係におけ
る修復的な取組の導入について
検討する

法務省

・犯罪被害者団体等の協力を得た「被害者の視点を取り入れた教育」の充実を図
る
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